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奈良県情報公開審査会の第２７０号答申について

行政文書の一部開示決定に対する審査請求についての諮問第３９１号事案に関して、令和４年１１月２２日
付けで答申したところですが、下記のとおり、一部を訂正し、再度答申しましたのでお知らせします。

記

１ 答申の概要
◎ 答 申：令和４年１１月２２日（当初）

令和５年 １月１７日（令和４年１１月２２日付答申の訂正）
答申訂正の概要
開示すべき部分を示した別表のうち、「ページ」欄の一部及び「開示すべき部分」欄

の一部を訂正
◎ 諮問実施機関：奈良県公安委員会
◎ 実 施 機 関：奈良県警察本部長（県民サービス課）
◎ 対象行政文書：ア 苦情・相談等受理処理票（受理日 令和元年５月２７日。○○警察署宛ての照会文

書（令和元年５月２４日付け）を含む。）
イ 苦情・相談等受理処理票（受理日 令和元年９月１１日。弁護人作成に係る文書を
含む。）

ウ 苦情・相談等受理処理票（受理日 令和元年９月２６日。弁護人作成に係る文書を
含む。）

エ 苦情・相談等受理処理票（受理日 令和元年１０月２１日。弁護人作成に係る文書
を含む。）

オ 苦情・相談等受理処理票（受理日 令和元年１１月２０日。弁護人作成に係る文書
を含む。）

カ 苦情・相談等受理処理票（受理日 令和２年１月２０日。弁護人作成に係る文書を
含む。）

キ 苦情・相談等受理処理票（受理日 令和２年３月６日。便箋を含む。）
ク 苦情・相談等受理処理票（受理日 令和２年３月１３日。弁護人作成に係る文書を
含む。）

ケ 苦情・相談等受理処理票（受理日 令和２年３月１６日。弁護人作成に係る文書を
含む。）

コ 苦情・相談等受理処理票（受理日 令和２年３月１９日。便箋を含む。）

◎ 諮問に係る処分と理由
○ 決 定：一部開示決定
○ 不開示部分：ア 上記対象行政文書のア、イ、ウ、エ、オ、カ、キ、ク、ケ及びコのうち、決裁欄の

印影の一部
イ 上記対象行政文書のア、イ、ウ、エ、オ、カ、ク、ケ及びコのうち、法律事務所の
所在地（郵便番号を含む。）及び名称

ウ 上記対象行政文書のア、イ、ウ、エ、オ、カ、ク及びコのうち、法律事務所の電話
番号

エ 上記対象行政文書のア、イ、エ、オ、カ及びクのうち、法律事務所のＦＡＸ番号
オ 上記対象行政文書のカのうち、法律事務所の事務担当者の姓
カ 上記対象行政文書のア、イ、ウ、エ、オ、カ、ク、ケ及びコのうち、弁護人の氏名
キ 上記対象行政文書のイ、エ、カ、ク及びケのうち、印影
ク 上記対象行政文書のア、イ、ウ、エ、オ、カ、キ、ク、ケ及びコのうち、被疑者の
氏名

ケ 上記対象行政文書のア、イ、ウ、エ、オ、カ、キ、ク及びケのうち、「受理者」欄
の氏名の一部

コ 上記対象行政文書のア、イ、ウ、エ、オ、カ、キ、ク、ケ及びコのうち、「申出者
（相談者）」欄の一部及び「関係者」欄の一部

サ 上記対象行政文書のイ、ケ及びコのうち、「苦情・相談の要旨」欄の一部
シ 上記対象行政文書のウのうち、「処理年月日」欄の一部
ス 上記対象行政文書のイ、ウ、ク、ケ及びコのうち、「処理内容」欄の一部
セ 上記対象行政文書のア、イ、ウ、エ、オ、カ、キ、ク、ケ及びコのうち、「担当



者」欄の一部
ソ 上記対象行政文書のイ、ウ及びクのうち、「指示事項」欄の一部及び「指示者」欄
の一部

タ 上記対象行政文書のオ及びコのうち、「処理結果の概要」欄の一部
チ 上記対象行政文書のア、ウ、エ、オ、カ、キ及びクのうち、「苦情相談の要旨（追
加）」欄の一部

ツ 上記対象行政文書のカのうち、苦情・相談等受理処理票に添付された弁護人が作成
した文書のうち、「案件」の項の一部

テ 上記対象行政文書のオ及びクのうち、苦情・相談等受理処理票に添付された弁護人
が作成した文書のうち、担当捜査官の氏名

ト 上記対象行政文書のイ、ウ、エ、オ、カ、ク及びケのうち、苦情・相談等受理処理
票に添付された弁護人が作成した文書のうち、本文の一部

ナ 上記対象行政文書のイ及びウのうち、苦情・相談等受理処理票に添付された弁護人
が作成した文書のうち、資料

ニ 上記対象行政文書のアのうち、苦情・相談等受理処理票に添付された 照会文書の
うち、照会に係る事件名及び事件番号、発信者名の一部、発信者の印影、本文の一部
並びに連絡先の一部

ヌ 上記対象行政文書のキ及びコのうち、苦情・相談等受理処理票に添付された便箋
ネ 上記対象行政文書のア、イ、エ、オ、カ及びキのうち、苦情・相談等受理処理票に
添付された封筒

○ 不開示理由：ア 上記不開示部分のア
条例第７条第２号に該当
特定の個人を識別することができるものであって、警部補以下の階級にある警察官

及びこれに相当する職員の氏名及び印影は、慣行として公にされ、又は公にすること
が予定されていないため

イ 上記不開示部分のイ、ウ、エ、オ、カ、キ及びク
条例第７条第２号に該当
個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等に

より特定の個人を識別することができるもの（他の情報と照合することができ、それ
により特定の個人を識別することができることとなるものを含む。）又は特定の個人
を識別することはできないが、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するお
それがあるものであるため

ウ 上記不開示部分のケ
条例第７条第２号に該当
特定の個人を識別することができるものであって、警部補以下の階級にある警察官

及びこれに相当する職員の氏名及び印影は、慣行として公にされ、又は公にすること
が予定されていないため

エ 上記不開示部分のコ
条例第７条第２号に該当
個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等に

より特定の個人を識別することができるもの（他の情報と照合することができ、それ
により特定の個人を識別することができることとなるものを含む。）又は特定の個人
を識別することはできないが、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するお
それがあるものであるため

オ 上記不開示部分のサ
条例第７条第２号に該当
個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等に

より特定の個人を識別することができるもの（他の情報と照合することができ、それ
により特定の個人を識別することができることとなるものを含む。）又は特定の個人
を識別することはできないが、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するお
それがあるものであるため
条例第７条第６号に該当
苦情の受理内容に関する情報であって、公にすることにより、関係者との信頼関係

を損なうとともに、公になることを懸念して、警察への苦情申出や詳細な申述をため
らうおそれがあるなど、今後、当該事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるた
め

カ 上記不開示部分のシ



条例第７条第６号に該当
苦情の受理内容に関する情報であって、公にすることにより、関係者との信頼関係

を損なうとともに、公になることを懸念して、警察への苦情申出や詳細な申述をため
らうおそれがあるなど、今後、当該事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるた
め

キ 上記不開示部分のス
条例第７条第２号に該当
個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等に

より特定の個人を識別することができるもの（他の情報と照合することができ、それ
により特定の個人を識別することができることとなるものを含む。）又は特定の個人
を識別することはできないが、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するお
それがあるものであるため
条例第７条第４号に該当
個別具体的な捜査及び取調べの状況に関する情報であって、公にすることにより、

捜査及び取調べの着眼点及び手法が明らかになり、犯罪を企図する者に犯罪の実行を
容易にするおそれがある情報を提供することになるなど、犯罪の予防、鎮圧又は捜査、
公訴の維持、刑の執行その他の公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれがある
ため
条例第７条第６号に該当
苦情の受理内容に関する情報であって、公にすることにより、関係者との信頼関係

を損なうとともに、公になることを懸念して、警察への苦情申出や詳細な申述をため
らうおそれがあるなど、今後、当該事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるた
め

ク 上記不開示部分のセ
条例第７条第２号に該当
特定の個人を識別することができるものであって、警部補以下の階級にある警察官

及びこれに相当する職員の氏名及び印影は、慣行として公にされ、又は公にすること
が予定されていないため

ケ 上記不開示部分のソ
条例第７条第６号に該当
苦情の受理内容に関する情報であって、公にすることにより、関係者との信頼関係

を損なうとともに、公になることを懸念して、警察への苦情申出や詳細な申述をため
らうおそれがあるなど、今後、当該事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるた
め
苦情の取扱い、措置、処理経過等に関する情報であって、公にすることにより、事

案の処理状況、措置判断、処理方針等が判明するなど、今後、当該事務の適正な遂行
に支障を及ぼすおそれがあるため

コ 上記不開示部分のタ
条例第７条第２号に該当
個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等に

より特定の個人を識別することができるもの（他の情報と照合することができ、それ
により特定の個人を識別することができることとなるものを含む。）又は特定の個人
を識別することはできないが、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するお
それがあるものであるため
条例第７条第６号に該当
苦情の受理内容に関する情報であって、公にすることにより、関係者との信頼関係

を損なうとともに、公になることを懸念して、警察への苦情申出や詳細な申述をため
らうおそれがあるなど、今後、当該事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるた
め

サ 上記不開示部分のチ
条例第７条第２号に該当
特定の個人を識別することができるものであって、警部補以下の階級にある警察官

及びこれに相当する職員の氏名及び印影は、慣行として公にされ、又は公にすること
が予定されていないため
個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等に

より特定の個人を識別することができるもの（他の情報と照合することができ、それ
により特定の個人を識別することができることとなるものを含む。）又は特定の個人
を識別することはできないが、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するお



それがあるものであるため
条例第７条第６号に該当
苦情の受理内容に関する情報であって、公にすることにより、関係者との信頼関係

を損なうとともに、公になることを懸念して、警察への苦情申出や詳細な申述をため
らうおそれがあるなど、今後、当該事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるた
め

シ 上記不開示部分のツ
条例第７条第２号に該当
個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等に

より特定の個人を識別することができるもの（他の情報と照合することができ、それ
により特定の個人を識別することができることとなるものを含む。）又は特定の個人
を識別することはできないが、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するお
それがあるものであるため

ス 上記不開示部分のテ
条例第７条第２号に該当
特定の個人を識別することができるものであって、警部補以下の階級にある警察官

及びこれに相当する職員の氏名及び印影は、慣行として公にされ、又は公にすること
が予定されていないため

セ 上記不開示部分のト
条例第７条第２号に該当
特定の個人を識別することができるものであって、警部補以下の階級にある警察官

及びこれに相当する職員の氏名及び印影は、慣行として公にされ、又は公にすること
が予定されていないため
個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等に

より特定の個人を識別することができるもの（他の情報と照合することができ、それ
により特定の個人を識別することができることとなるものを含む。）又は特定の個人
を識別することはできないが、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するお
それがあるものであるため
条例第７条第６号に該当
苦情の受理内容に関する情報であって、公にすることにより、関係者との信頼関係

を損なうとともに、公になることを懸念して、警察への苦情申出や詳細な申述をため
らうおそれがあるなど、今後、当該事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるた
め

ソ 上記不開示部分のナ
条例第７条第２号に該当
特定の個人を識別することができるものであって、警部補以下の階級にある警察官

及びこれに相当する職員の氏名及び印影は、慣行として公にされ、又は公にすること
が予定されていないため
個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等に

より特定の個人を識別することができるもの（他の情報と照合することができ、それ
により特定の個人を識別することができることとなるものを含む。）又は特定の個人
を識別することはできないが、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するお
それがあるものであるため
条例第７条第６号に該当
苦情の受理内容に関する情報であって、公にすることにより、関係者との信頼関係

を損なうとともに、公になることを懸念して、警察への苦情申出や詳細な申述をため
らうおそれがあるなど、今後、当該事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるた
め

タ 上記不開示部分のニ
条例第７条第２号に該当
個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等に

より特定の個人を識別することができるもの（他の情報と照合することができ、それ
により特定の個人を識別することができることとなるものを含む。）又は特定の個人
を識別することはできないが、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するお
それがあるものであるため
条例第７条第６号に該当
苦情の受理内容に関する情報であって、公にすることにより、関係者との信頼関係

を損なうとともに、公になることを懸念して、警察への苦情申出や詳細な申述をため



らうおそれがあるなど、今後、当該事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるた
め

チ 上記不開示部分のヌ
条例第７条第２号に該当
個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等に

より特定の個人を識別することができるもの（他の情報と照合することができ、それ
により特定の個人を識別することができることとなるものを含む。）又は特定の個人
を識別することはできないが、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するお
それがあるものであるため
条例第７条第６号に該当
苦情の受理内容に関する情報であって、公にすることにより、関係者との信頼関係

を損なうとともに、公になることを懸念して、警察への苦情申出や詳細な申述をため
らうおそれがあるなど、今後、当該事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるた
め

ツ 上記不開示部分のネ
条例第７条第２号に該当
個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等に

より特定の個人を識別することができるもの（他の情報と照合することができ、それ
により特定の個人を識別することができることとなるものを含む。）又は特定の個人
を識別することはできないが、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するお
それがあるものであるため

◎ 審査会の結論：実施機関は、本件審査請求の対象となった情報のうち、別表に掲げる部分について、
開示すべきである。

（別 表）

本件行政文書 ページ 開示すべき部分

ア 苦情・相談等受理処理票 ４ページ 「苦情相談の要旨（追加）」欄のうち、１
（受理日 令和元年５月 行目４１文字目から４３文字目まで、１行
２７日。○○警察署宛て 目５２文字目から５５文字目まで、２行目
の照会文書（令和元年５ から３行目まで全て、５行目から６行目ま
月２４日付け）を含 で全て、７行目１文字目、７行目１２文字
む。） 目から１５文字目まで、８行目から１６行

目まで全て、１７行目１文字目、１７行目
１２文字目から１５文字目まで、１８行目
から２２行目まで全て、２３行目１文字
目、２３行目１３文字目から１６文字目ま
で、２４行目全て、２５行目１文字目、２
５行目１３文字目から１６文字目まで、２
６行目から２９行目まで全て及び３１行目
から３２行目まで全て

６ページ 本文のうち、１行目１文字目から２文字目
まで、１行目１１文字目から３７文字目ま
で、２行目から４行目まで全て、６行目か
ら８行目まで全て、９行目１文字目、９行
目１２文字目から１５文字目まで及び１０
行目から２０行目まで全て

７ページ 本文のうち、１行目から３行目まで全て、
４行目１文字目、４行目１２文字目から１
５文字目まで、５行目から１１行目まで全
て、１２行目１文字目、１２行目１３文字
目から１６文字目まで、１３行目から１４
行目まで全て、１５行目１文字目、１５行
目１３文字目から１６文字目まで、１６行
目から２１行目まで全て及び２３行目から
２４行目まで全て



イ 苦情・相談等受理処理票 ２ページ 「苦情・相談の要旨」欄のうち、３行目１
（受理日 令和元年９ ２文字目から２３文字目まで、３行目３２
月１１日。弁護人作成に 文字目から３３文字目まで、３行目３８文
係る文書を含む。） 字目から４３文字目まで、３行目４８文字

目から５３文字目まで、６行目３３文字目
から４４文字目まで、６行目５１文字目か
ら５９文字目まで、７行目１文字目から８
文字目まで、７行目１９文字目から３５文
字目まで、７行目４３文字目から６３文字
目まで、８行目１文字目から１６文字目ま
で、８行目２２文字目から４８文字目まで
及び９行目から１０行目まで全て

３ページ 「処理内容」欄のうち、１行目から９行目
まで全て
「指示事項」欄及び「指示者」欄全て

５ページ 「処理内容」欄のうち、１３行目全て、１
４行目１文字目から１０文字目まで、１４
行目２０文字目から２１文字目まで、１４
行目２６文字目から３１文字目まで、２０
行目全て、２１行目１文字目から２３文字
目まで、２１行目２９文字目から３３文字
目まで、２２行目１文字目から１４文字目
まで、２２行目２０文字目から３３文字目
まで、２３行目全て及び２５行目から２８
行目まで全て

６ページ 「処理内容」欄のうち、１行目から６行目
まで全て
「指示事項」欄及び「指示者」欄全て

７ページ 本文のうち、５行目８文字目から１９文字
目まで

８ページ 本文のうち、１行目２文字目から１８文字
目まで、２行目３文字目から１９文字目ま
で、３行目全て、４行目１文字目から１１
文字目まで、４行目１７文字目から２６文
字目まで、５行目全て及び８行目から１０
行目まで全て

９ページ 資料のうち、自署（チェックボックス（１
から１０ペ ０ページ最上段の欄を除く）の記述及び１
ージ ０ページ３段目の欄の記述を除く）以外及

び１０ページ最上段の欄のチェックボック
ス以外

１１ページ 資料のうち、自署（チェックボックス（１
から１２ペ ２ページ最上段の欄を除く）の記述を除
ージ く）以外及び１２ページ最上段の欄のチェ

ックボックス以外

１５ページ 本文のうち、３行目１６文字目から２６文
字目まで、４行目全て、５行目１文字目か
ら１１文字目まで及び５行目１７文字目か
ら２６文字目まで

１６ページ 本文のうち、１行目１文字目から９文字目
まで、１行目１５文字目から２６文字目ま
で及び２行目から８行目まで全て

１７ページ 資料のうち、自署（チェックボックス（１



から１８ペ ８ページ最上段の欄を除く）の記述を除
ージ く）以外及び１８ページ最上段の欄のチェ

ックボックス以外

２２ページ 「処理内容」欄のうち、９行目３文字目か
ら１４文字目まで、９行目２４文字目から
２５文字目まで、９行目３０文字目から３
２文字目まで、１０行目全て、１４行目３
２文字目、１５行目から１６行目まで全
て、１８行目から２１行目まで全て及び２
３行目から２９行目まで全て
「指示事項」欄及び「指示者」欄全て

２３ページ 本文のうち、３行目１０文字目から２６文
字目まで及び４行目から５行目まで全て

２４ページ 本文のうち、１行目から５行目まで全て

２５ページ 資料のうち、自署（チェックボックス（２
から２６ペ ６ページ最上段の欄を除く）の記述を除
ージ く）以外及び２６ページ最上段の欄のチェ

ックボックス以外

ウ 苦情・相談等受理処理票 ３ページ 「処理内容」欄のうち、６行目全て、７行
（受理日 令和元年９月２６ 目１文字目から１２文字目まで、８行目７
日。弁護人作成に係る文書を 文字目から１５文字目まで、８行目１８文
含む。） 字目から２９文字目まで、９行目から１０

行目まで全て、１１行目１文字目から７文
字目まで、１１行目１０文字目から１４文
字目まで、１１行目１６文字目から２６文
字目まで及び１２行目から１３行目まで全
て
「処理年月日」欄、「指示事項」欄及び
「指示者」欄全て

５ページ 「苦情相談の要旨（追加）」欄のうち、１
３行目４０文字目から５０文字目まで、１
４行目から１６行目まで全て、１８行目２
文字目から１８文字目まで、１８行目２８
文字目から５２文字目まで及び１９行目か
ら２６行目まで全て

６ページ 本文のうち、６行目から９行目まで全て、
１１行目２文字目から１８文字目まで、１
１行目２８文字目から３３文字目まで及び
１２行目から１７行目まで全て

７ページ 本文のうち、１行目から６行目まで全て

８ページ 資料のうち、自署（チェックボックス（右
ページ最上段の欄を除く）の記述及び警察
署名に係る記述を除く）以外及び右ページ
最上段の欄のチェックボックス以外

エ 苦情・相談等受理処理票 ４ページ 「苦情相談の要旨（追加）」欄のうち、７
（受理日 令和元年１０月２ 行目全て、８行目３５文字目から５４文字
１日。弁護人作成に係る文書 目まで、９行目から１１行目まで全て、１
を含む。） ２行目７文字目から５４文字目まで、１３

行目から１４行目まで全て、１５行目４文
字目から１５文字目まで、１５行目２６文
字目から５６文字目まで、１６行目から２
３行目まで全て及び２５行目から５０行目
まで全て



５ページ 本文のうち、１０行目から１１行目まで全
て

６ページ 本文のうち、１行目から８行目まで全て、
９行目８文字目から２０文字目まで、１０
行目から１３行目まで全て、１６行目から
１７行目まで全て、１８行目４文字目から
１４文字目まで及び１９行目６文字目から
２０文字目まで

７ページ 本文のうち、１行目から２０行目まで全て

８ページ 本文のうち、１行目全て、６行目から９行
目まで全て及び１１行目から１７行目まで
全て

９ページ 本文のうち、１行目から２０行目まで全て

１０ページ 本文のうち、１行目から２０行目まで全て

１１ページ 本文のうち、１行目から８行目まで全て

オ 苦情・相談等受理処理票 ３ページ 「処理結果の概要」欄全て
（受理日 令和元年１１月２
０日。弁護人作成に係る文書 ４ページ 「苦情相談の要旨（追加）」欄のうち、１
を含む。） ２行目全て、１５行目１５文字目から３３

文字目まで、１５行目４０文字目から５２
文字目まで、１６行目１文字目から９文字
目まで、１６行目１６文字目から２５文字
目まで、１６行目３２文字目から３９文字
目まで、１７行目８文字目から２３文字目
まで、１７行目３２文字目から４７文字目
まで、１８行目１８文字目から５３文字目
まで、１９行目１文字目から７文字目ま
で、１９行目２７文字目から５３文字目ま
で、２０行目１文字目から２２文字目ま
で、２０行目３４文字目から５１文字目ま
で、２１行目から２４行目まで全て、２５
行目１６文字目から３８文字目まで、２６
行目１４文字目から４３文字目まで、２７
行目２文字目から１２文字目まで、２７行
目１８文字目から４９文字目まで、２８行
目１文字目から２９文字目まで、２８行目
３６文字目から４９文字目まで、２９行目
１文字目から１５文字目まで、２９行目１
８文字目から４８文字目まで、３０行目１
文字目から２７文字目まで、３０行目３０
文字目から４９文字目まで、３１行目全
て、３２行目１文字目から７文字目まで、
３２行目１０文字目から４７文字目まで、
３３行目から３６行目まで全て、３７行目
１文字目から４文字目まで、３７行目１１
文字目から４７文字目まで、３８行目５文
字目から５０文字目まで、３９行目１文字
目から４文字目まで、３９行目１１文字目
から４９文字目まで、４０行目から４３行
目まで全て及び４５行目から４９行目まで
全て

６ページ 本文のうち、６行目全て、１０行目２０文
字目から３８文字目まで、１１行目３文字
目から２４文字目まで、１１行目３１文字



目から４０文字目まで、１２行目５文字目
から１２文字目まで、１２行目３４文字目
から４２文字目まで、１３行目１文字目か
ら７文字目まで、１３行目１６文字目から
３１文字目まで及び１４行目９文字目から
４２文字目まで

７ページ 本文のうち、１行目１文字目から１０文字
目まで、１行目３０文字目から４２文字目
まで、２行目１文字目から３６文字目ま
で、３行目６文字目から４２文字目まで、
４行目から８行目まで全て、９行目４文字
目から２６文字目まで、１０行目１３文字
目から４２文字目まで、１１行目８文字目
から１８文字目まで、１１行目２４文字目
から４２文字目まで、１２行目全て、１３
行目７文字目から３５文字目まで、１３行
目３８文字目から４２文字目まで、１４行
目全て、１５行目１文字目から１１文字目
まで、１５行目１４文字目から４２文字目
まで、１６行目全て、１７行目１文字目か
ら３５文字目まで、１７行目３８文字目か
ら４１文字目まで、１８行目から１９行目
まで全て、２１行目から２４行目まで全
て、２５行目１文字目から４文字目まで、
２５行目１１文字目から４１文字目まで、
２６行目１文字目から６文字目まで、２６
行目１１文字目から４２文字目まで、２７
行目１文字目から１８文字目まで、２７行
目２５文字目から４２文字目まで及び２８
行目全て

８ページ 本文のうち、１行目から１１行目まで全て

カ 苦情・相談等受理処理票 ４ページ 「苦情相談の要旨（追加）」欄のうち、１
（受理日 令和２年１月２０ ４行目１１文字目から４５文字目まで、１
日。弁護人作成に係る文書を ４行目５２文字目から５３文字目まで、１
含む。） ５行目１文字目から２２文字目まで、１５

行目２５文字目から３６文字目まで、１５
行目４２文字目から５５文字目まで、１６
行目１文字目から３文字目まで、１６行目
１１文字目から５５文字目まで、１７行目
７文字目から５４文字目まで、１９行目２
６文字目から３８文字目まで、１９行目４
３文字目から５４文字目まで、２０行目１
文字目から２９文字目まで、２０行目４５
文字目から５４文字目まで、２１行目１文
字目から１０文字目まで、２１行目１５文
字目から５６文字目まで、２２行目１文字
目から２０文字目まで、２２行目２５文字
目から５５文字目まで及び２３行目全て

５ページ 本文のうち、６行目１１文字目から３７文
字目まで、７行目１文字目から８文字目ま
で、７行目１５文字目から３７文字目ま
で、８行目１文字目、８行目４文字目から
１５文字目まで、８行目２１文字目から３
６文字目まで、９行目１文字目、９行目９
文字目から３７文字目まで、１０行目１文
字目から１６文字目まで、１０行目２３文
字目から３８文字目まで、１１行目全て、
１３行目２６文字目から３７文字目まで、
１４行目１文字目、１４行目６文字目から



３７文字目まで、１５行目１文字目から９
文字目まで、１５行目２５文字目から３７
文字目まで、１６行目１文字目から７文字
目まで、１６行目１２文字目から３７文字
目まで、１７行目１文字目から３６文字目
まで、１８行目４文字目から３７文字目ま
で及び１９行目全て

キ 苦情・相談等受理処理票 ４ページ 「苦情相談の要旨（追加）」欄のうち、４
（受理日 令和２年３月６ ４行目全て及び４５行目１０文字目から２
日。便箋を含む。） ６文字目まで

ク 苦情・相談等受理処理票 ３ページ 「処理内容」欄のうち、１行目全て、２行
（受理日 令和２年３月１３ 目１文字目から１９文字目まで、３行目１
日。弁護人作成に係る文書を ３文字目から３１文字目まで及び４行目か
含む。） ら８行目まで全て

「指示事項」欄及び「指示者」欄全て

５ページ 「苦情相談の要旨（追加）」欄のうち、１
５行目全て、１７行目２文字目から１０文
字目まで、１７行目１３文字目から１４文
字目まで、１７行目２０文字目から４６文
字目まで、１８行目２文字目から７文字目
まで、１８行目１０文字目から５２文字目
まで、１９行目全て、２０行目２文字目か
ら７文字目まで、２０行目１０文字目から
５１文字目まで、２１行目から２２行目ま
で全て、２３行目２文字目から７文字目ま
で、２３行目１０文字目から５１文字目ま
で、２４行目から２５行目まで全て、２６
行目２文字目から７文字目まで、２６行目
１０文字目から３５文字目まで、２７行目
５１文字目から５５文字目まで、２８行目
全て、２９行目２文字目から１２文字目ま
で、２９行目１５文字目から４４文字目ま
で、３２行目から３３行目まで全て、３４
行目２文字目から５文字目まで、３４行目
２６文字目から３５文字目まで、３４行目
３８文字目から３９文字目まで、３４行目
４５文字目から５５文字目まで、３５行目
１文字目から３９文字目まで、３５行目４
２文字目から５６文字目まで、３６行目１
文字目から９文字目まで、３８行目１文字
目から４文字目まで、３８行目７文字目か
ら９文字目まで、３８行目２８文字目から
４２文字目まで、３８行目５５文字目、３
９行目から４２行目まで全て、４４行目か
ら４８行目まで全て、４９行目１文字目か
ら３２文字目まで、４９行目４５文字目か
ら５７文字目まで、５０行目１文字目か
ら４６文字目まで、５０行目５１文字
目から５８文字目まで及び５１行目全
て

６ページ 本文のうち、２行目全て、３行目２文字目
から１０文字目まで、３行目１３文字目か
ら１４文字目まで、３行目２０文字目から
３４文字目まで、４行目全て、５行目２文
字目から７文字目まで、５行目１０文字目
から３５文字目まで、６行目全て、７行目
２文字目から７文字目まで、７行目１０文
字目から３５文字目まで、８行目から１０



行目まで全て、１１行目２文字目から７文
字目まで、１１行目１０文字目から３５文
字目まで、１２行目から１４行目まで全
て、１５行目２文字目から７文字目まで及
び１５行目１０文字目から３５文字目まで

７ページ 本文のうち、２行目全て、３行目２文字目
から１２文字目まで、３行目１５文字目か
ら３３文字目まで、４行目全て、７行目か
ら９行目まで全て、１０行目２文字目から
５文字目まで、１０行目２６文字目から３
４文字目まで、１１行目１文字目、１１行
目４文字目から５文字目まで、１１行目１
１文字目から３６文字目まで、１２行目１
文字目から２４文字目まで、１２行目２７
文字目から３４文字目まで、１３行目１文
字目から１６文字目まで、１６行目１文字
目から４文字目まで、１６行目７文字目か
ら９文字目まで、１６行目２８文字目から
３３文字目まで、１７行目１文字目から９
文字目まで、１７行目２２文字目から３３
文字目まで、１８行目から２２行目まで全
て、２４行目から３０行目まで全て、３１
行目１文字目から３２文字目まで及び３２
行目１１文字目から３５文字目まで

８ページ 本文のうち、１行目１文字目から３４文字
目まで、２行目４文字目から３６文字目ま
で及び３行目全て

ケ 苦情・相談等受理処理票 ２ページ 「苦情・相談の要旨」欄のうち、２行目４
（受理日 令和２年３月１６ ０文字目から４７文字目まで、３行目１文
日。弁護人作成に係る文書を 字目、３行目５３文字目から５４文字目ま
含む。） で、４行目１文字目から２２文字目まで、

４行目３１文字目から３７文字目まで、４
行目３９文字目から５４文字目まで、５行
目から６行目まで全て、７行目１４文字目
から５３文字目まで、８行目１文字目から
２４文字目まで、８行目２７文字目から６
０文字目まで、９行目１文字目から１１文
字目まで、９行目２３文字目から３５文字
目まで、９行目３９文字目から５４文字目
まで、１０行目１文字目から８文字目ま
で、１０行目１６文字目から４２文字目ま
で、１１行目１０文字目から５０文字目ま
で及び１２行目から１３行目まで全て

５ページ 本文のうち、１行目１６文字目から２４文
字目まで、２行目３１文字目から４７文字
目まで、３行目１文字目から７文字目ま
で、３行目１６文字目から２２文字目ま
で、４行目から６行目まで全て、７行目１
文字目から９文字目まで、７行目２３文字
目から４８文字目まで、８行目１文字目か
ら３８文字目まで、８行目４１文字目から
５１文字目まで、９行目全て、１０行目１
文字目から１１文字目まで、１０行目２３
文字目から３５文字目まで、１１行目から
１２行目まで全て、１３行目１文字目から
１６文字目まで、１３行目４０文字目から
４８文字目まで、１４行目全て及び１６行
目全て



コ 苦情・相談等受理処理票 ２ページ 「苦情・相談の要旨」欄のうち、１行目３
（受理日 令和２年３月１９ １文字目から３４文字目まで、１行目３９
日。便箋を含む。） 文字目から５３文字目まで、２行目１文字

目から３文字目まで、２行目３３文字目か
ら６４文字目まで、３行目１文字目から４
３文字目まで、３行目５５文字目から５７
文字目まで、４行目１文字目から２４文字
目まで及び４行目３５文字目から４７文字
目まで

３ページ 「処理結果の概要」欄のうち、１行目から
５行目まで全て

◎ 判 断 理 由：

１ 本件行政文書について

実施機関は、県民等から実施機関に対する要望、意見、苦情、感謝、激励、情報提供、犯罪等による被
害の未然防止に関する相談及び警察職員の職務執行に関する苦情の申出等（以下「苦情、相談等」とい
う。）を受理している。実施機関が苦情、相談等を受理した場合は、奈良県警察苦情、相談等取扱要綱
（平成１３年５月奈良県警察本部訓令第９号。以下「要綱」という。）第１２条に基づき、実施機関の職
員は、苦情・相談等受理処理票を作成しなければならない。
本件行政文書は、相談等に係る苦情・相談等受理処理票、苦情・相談等受理処理票に添付された管轄警

察署宛ての照会文書、弁護人が作成した文書、申立人本人が記載した便箋及び封筒である。

２ 本件決定の妥当性について

（１）本件不開示情報について

諮問実施機関は、苦情・相談等受理処理票のうち、決裁欄の印影の一部、法律事務所の所在地（郵便
番号を含む。）、名称、電話番号、ＦＡＸ番号及び事務担当者の姓、弁護人の氏名及び印影並びに被疑
者の氏名について、条例第７条第２号に該当するとして、「受理者」欄の氏名の一部、「申出者（相談
者）」欄の一部、「関係者」欄の一部、「苦情・相談の要旨」欄の一部、「処理年月日」欄の一部、
「処理内容」欄の一部、「指示事項」欄の一部、「担当者」欄の一部、「指示者」欄の一部、「処理結
果の概要」欄の一部、「苦情相談の要旨（追加）」欄の一部及び苦情・相談等受理処理票に添付された
封筒について、条例第７条第２号、同条第４号及び同条第６号に該当するとして不開示にしている。ま
た、苦情・相談等受理処理票に添付された弁護人が作成した文書のうち、「案件」の項の一部、担当捜
査官の氏名、本文の一部及び資料、苦情・相談等受理処理票に添付された照会文書のうち、照会に係る
事件名及び事件番号、発信者名の一部、発信者の印影、本文の一部及び連絡先の一部並びに苦情・相談
等受理処理票に添付された便箋及び封筒について、条例第７条第２号及び同条第６号に該当するとして
不開示にしている。これらに対し、審査請求人は、苦情・相談等受理処理票のうち、「受理者」欄の氏
名の一部、「苦情・相談の要旨」欄の一部、「処理年月日」欄の一部、「処理内容」欄の一部、「指示
事項」欄の一部、「担当者」欄の一部、「指示者」欄の一部、「処理結果の概要」欄の一部、「苦情相
談の要旨（追加）」欄の一部、苦情・相談等受理処理票に添付された弁護人が作成した文書のうち、
「案件」の項の一部、本文の一部及び資料、苦情・相談等受理処理票に添付された照会文書のうち、照
会に係る事件名及び事件番号、本文の一部及び苦情・相談等受理処理票に添付された便箋の開示を求め
ている。

（２）条例第７条第２号、第４号及び第６号について

条例第７条第２号本文は、「個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他
の記述等により特定の個人を識別することができるもの」（前段）、「又は特定の個人を識別すること
はできないが、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するおそれがあるもの」（後段）を原則
として不開示情報とする旨規定している。
同号ただし書は、同号本文に該当する情報であっても、「ア 法令等の規定により又は慣行として公

にされ、又は公にすることが予定されている情報」、「イ 人の生命、健康、生活又は財産を保護する
ため、公にすることが必要であると認められる情報」、「ウ 当該個人が公務員等である場合において、
当該情報がその職務の遂行に係る情報であるときは、当該情報のうち、当該公務員等の職及び当該職務
遂行の内容に係る部分」のいずれかに該当する情報については、同号の不開示情報から除外することと
している。
同条第４号は、「公にすることにより、犯罪の予防、鎮圧又は捜査、公訴の維持、刑の執行その他の

公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれがあると実施機関が認めることにつき相当の理由がある
情報」を不開示とする旨規定している。
同条第６号は、「県の機関又は国、独立行政法人等、他の地方公共団体若しくは地方独立行政法人が

行う事務又は事業に関する情報であって」（前段）、「公にすることにより、次に掲げるおそれその他



当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの」（後
段）を不開示情報とする旨規定している。

（３）不開示情報該当性について

ア 警部補以下の階級にある警察官及びそれに相当する職員の氏名について

諮問実施機関は、警部補以下の階級にある警察官及びそれに相当する職員の氏名について、条例第
７条第２号に掲げる情報に該当する旨主張している。
警部補以下の階級にある警察官及びそれに相当する職員の氏名は、特定の個人に関する情報であっ

て、特定の個人を識別することができることから、条例第７条第２号本文に掲げる情報に該当する。
次に同号ただし書について検討する。
公務員等の職務遂行に係る情報に含まれる当該公務員等の氏名については、公にした場合、公務員

等の私生活等に影響を及ぼすおそれがあり得ることから、例外的に開示する情報とはしていない。し
かし、県の職員の職務遂行に係る情報に含まれる氏名については、その性格上、公益性が強く、行政
として県民の要望に応じて公にすることが予定されている情報と考えられるため、知事部局等の職員
の氏名については、奈良県職員録に掲載され、一般に頒布されていることから、慣行として公にされ
ているとして、当該職員の私生活等に影響を及ぼすおそれがある場合を除き、条例第７条第２号ただ
し書アに該当するとして、原則として開示されている。
しかし、諮問実施機関及び実施機関の職員のうち、警部補以下の階級にある警察官及びそれに相当

する職員の氏名については、犯罪捜査等に係る現場での活動が相当程度に予定されている職務の性質
上、氏名が公にされると、職員の私生活に影響を及ぼすおそれがあるため、奈良県職員録にも掲載し
ておらず、人事異動の際にも報道発表がなされていないことが認められる。
このことから、警部補以下の階級にある警察官及びそれに相当する職員の氏名は、慣行として公に

されているとは認められないため、同号ただし書アに該当せず、また、同号ただし書イ及びウのいず
れにも該当しないことは明らかである。
以上のことから、警部補以下の階級にある警察官及びそれに相当する職員の氏名は、条例第７条第

２号に掲げる不開示情報に該当する。

イ 苦情・相談等受理処理票のうち、①「苦情・相談の要旨」欄の一部、②「処理年月日」欄の一部、
③「処理内容」欄の一部（受理日令和２年３月１６日及び令和２年３月１９日分を除く。）、④「指
示事項」欄の一部、⑤「指示者」欄の一部、⑥「処理結果の概要」欄の一部及び⑦「苦情相談の要旨
（追加）」欄の一部について

諮問実施機関は、苦情・相談等受理処理票のうち、①「苦情・相談の要旨」欄の一部、②「処理年
月日」欄の一部、③「処理内容」欄の一部（受理日令和２年３月１６日及び令和２年３月１９日分を
除く。）、④「指示事項」欄の一部、⑤「指示者」欄の一部、⑥「処理結果の概要」欄の一部及び⑦
「苦情相談の要旨（追加）」欄の一部について、条例第７条第２号及び同条第６号に掲げる情報に該
当する旨主張している。
これらのうち、①「苦情・相談の要旨」欄の一部、③「処理内容」欄の一部（受理日令和２年３月

１６日及び令和２年３月１９日分を除く。）、⑥「処理結果の概要」欄の一部及び⑦「苦情相談の要
旨（追加）」欄の一部について、当審査会が見分したところ、苦情申出者及び被取扱者の苦情を申し
出た背景やその内容に関する情報であって、特定の個人に関する情報ではあるが、全てが特定の個人
を識別することができるわけではないことが認められる。
以上のことから、①「苦情・相談の要旨」欄の一部、③「処理内容」欄の一部（受理日令和２年３

月１６日及び令和２年３月１９日分を除く。）、⑥「処理結果の概要」欄の一部及び⑦「苦情相談の
要旨（追加）」欄の一部について、別表に掲げる部分については条例第７条第２号の不開示情報には
該当しない。
苦情・相談等受理処理票のうち、①「苦情・相談の要旨」欄の一部、③「処理内容」欄の一部（受

理日令和２年３月１６日及び令和２年３月１９日分を除く。）、⑥「処理結果の概要」欄の一部及び
⑦「苦情相談の要旨（追加）」欄の一部について、別表に掲げる部分を除いた部分については、特定
の個人に関する情報であって、特定の個人を識別することができることから、条例第７条第２号本文
に掲げる情報に該当し、法令等で公にすることが予定されている情報ではなく、慣行として公にされ
ている又は公にすることが予定されている情報であるとする事情は認められないことから、同号ただ
し書アに該当せず、また、同号ただし書イ及びウのいずれにも該当しないことは明らかである。
以上のことから、苦情・相談等受理処理票のうち、①「苦情・相談の要旨」欄の一部、③「処理内

容」欄の一部（受理日令和２年３月１６日及び令和２年３月１９日分を除く。）、⑥「処理結果の概
要」欄の一部及び⑦「苦情相談の要旨（追加）」欄の一部について、別表に掲げる部分を除いた部分
については、条例第７条第２号に掲げる不開示情報に該当するため、実施機関が不開示としたことは
妥当であると判断する。
また、諮問実施機関は、苦情・相談等受理処理票のうち、①「苦情・相談の要旨」欄の一部、②

「処理年月日」欄の一部、③「処理内容」欄の一部（受理日令和２年３月１６日及び令和２年３月１
９日分を除く。）、④「指示事項」欄の一部、⑤「指示者」欄の一部、⑥「処理結果の概要」欄の一
部及び⑦「苦情相談の要旨（追加）」欄の一部について、条例第７条第６号に該当する旨主張してい
る。



一般的に、苦情申出制度は、苦情の申出を正確に把握し、適正に処理するため、受理者と申出者と
の相互の信頼関係のもと運用されており、内容が公にされないことを期待して苦情の申出を行うもの
である。苦情内容を公にした場合、苦情受理者と苦情申出者の信頼関係が損なわれることとなり、苦
情の申出を行おうとする者が、自己の行動及び具体的な主張などが公にされることを懸念して、苦情
の申出を行うことをちゅうちょすると考えられる。
しかしながら、取り調べにおいて、被疑者と警察との信頼関係の存在を想定することはできず、被

疑者本人が苦情の申出者である場合、苦情申出者を特定できない範囲で苦情内容を開示されたとして
も、今後、実施機関に対し同種の申出を行うことをちゅうちょするとは認められない。
また、弁護士は、弁護士業務として、警察に対する被疑者取調べに関する苦情の申出を今後も当然

行うものと考えられ、そもそも実施機関に対し同種の申出を行うことをちゅうちょするとは認められ
ない。
以上のことから、苦情・相談等受理処理票のうち、①「苦情・相談の要旨」欄の一部、②「処理年

月日」欄の一部、③「処理内容」欄の一部（受理日令和２年３月１６日及び令和２年３月１９日分を
除く。）、④「指示事項」欄の一部、⑤「指示者」欄の一部、⑥「処理結果の概要」欄の一部及び⑦
「苦情相談の要旨（追加）」欄の一部について、別表に掲げる部分については条例第７条第６号の不
開示情報には該当しない。

ウ 苦情・相談等受理処理票のうち、受理日令和２年３月１９日の「処理内容」欄の一部について

諮問実施機関は、苦情・相談等受理処理票のうち、受理日令和２年３月１９日の「処理内容」欄の
一部について、条例第７条第４号に該当する旨主張している。
条例第７条第４号は、同号に係る情報の開示・不開示の判断については、犯罪等に関する専門的・

技術的判断を要することなどの特殊性が認められることから、実施機関の１次的な判断を尊重し、そ
の判断が合理性を持つ判断として許容される限度内のものであるかどうかを審査するのが適当である
と定めたものである。
諮問実施機関は、受理日令和２年３月１９日の「処理内容」欄の一部は、苦情の申出の対象となっ

た特定事件の捜査の状況に関する情報であって、公にすることにより、特定事件の捜査過程における
捜査の着眼点及び手法が明らかになり、その結果、今後の捜査活動等が阻害され、又は適正に行われ
なくなるおそれがあると主張している。
受理日令和２年３月１９日の「処理内容」欄の一部について、当審査会において見分したところ、

当該事件の具体的な捜査内容に係る記述であり、公にすることにより、捜査に係る着眼点や手法が明
らかになり、今後の捜査活動等に支障が生じる可能性がないとはいえず、諮問実施機関の説明に合理
性がないとはいえない。したがって、当該記述は公にすることにより、公共の安全と秩序の維持に支
障を及ぼすおそれがあると実施機関が認めることにつき相当の理由がある情報である。
以上のことから、受理日令和２年３月１９日の「処理内容」欄の一部は、条例第７条第４号に掲げ

る不開示情報に該当する。

エ 苦情・相談等受理処理票に添付された弁護人が作成した文書のうち、「案件」の項の一部、本文の
一部及び資料

諮問実施機関は、弁護人が作成した文書のうち、「案件」の項の一部、本文の一部及び資料につい
て、条例第７条第２号及び同条第６号に該当する旨主張している。
これらのうち、「案件」の項の一部について、当審査会が見分したところ、交通事故の発生年月日

であって、他の情報と照合することができ、それにより特定の個人を識別することができることから、
条例第７条第２号本文に掲げる情報に該当する。
次に同号ただし書について検討する。
交通事故の発生年月日は、慣行として公にされていないため、同号ただし書アに該当せず、また、

同号ただし書イ及びウのいずれにも該当しないことは明らかである。
以上のことから、交通事故の発生年月日は、条例第７条第２号に掲げる不開示情報に該当する。
また、弁護人が作成した文書のうち、本文の一部及び資料について、特定の個人に関する情報では

あるが、全てが特定の個人を識別することができるわけではないことが認められる。また、苦情、相
談等の申出者等を特定できない範囲で開示する限り、当該申出者等の権利利益を害するおそれがある
とも認められない。
以上のことから、弁護人が作成した文書のうち、本文の一部及び資料について別表に掲げる部分に

ついては条例第７条第２号の不開示情報には該当しない。
さらに、諮問実施機関は、弁護人が作成した文書のうち、本文の一部及び資料について、条例第７

条第６号に該当する旨主張している。
一般的に、苦情申出制度は、苦情の申出を正確に把握し、適正に処理するため、受理者と申出者と

の相互の信頼関係のもと運用されており、内容が公にされないことを期待して苦情の申出を行うもの
である。苦情内容を公にした場合、苦情受理者と苦情申出者の信頼関係が損なわれることとなり、苦
情の申出を行おうとする者が、自己の行動及び具体的な主張などが公にされることを懸念して、苦情
の申出を行うことをちゅうちょすると考えられる。
しかしながら、取り調べにおいて、被疑者と警察との信頼関係の存在を想定することはできず、被

疑者本人が苦情の申出者である場合、苦情申出者を特定できない範囲で苦情内容を開示されたとして
も、今後、実施機関に対し同種の申出を行うことをちゅうちょするとは認められない。



また、弁護士は、弁護士業務として、警察に対する被疑者取調べに関する苦情の申出を今後も当然
行うものと考えられ、そもそも実施機関に対し同種の申出を行うことをちゅうちょするとは認められ
ない。
以上のことから、弁護人が作成した文書のうち、本文の一部及び資料について、別表に掲げる部分

については条例第７条第６号の不開示情報には該当しない。
弁護人が作成した文書のうち、本文の一部及び資料について、別表に掲げる部分を除いた部分につ

いては、特定の個人に関する情報であって、特定の個人を識別することができることから、条例第７
条第２号本文に掲げる情報に該当し、法令等で公にすることが予定されている情報ではなく、慣行と
して公にされている又は公にすることが予定されている情報であるとする事情は認められないことか
ら、同号ただし書アに該当せず、また、同号ただし書イ及びウのいずれにも該当しないことは明らか
である。
以上のことから、弁護人が作成した文書のうち、本文の一部及び資料について、別表に掲げる部分

を除いた部分については、条例第７条第２号に掲げる不開示情報に該当するため、条例第７条第６号
妥当性を判断するまでもなく、実施機関が不開示としたことは妥当であると判断する。

オ 苦情・相談等受理処理票に添付された照会文書のうち、照会に係る事件名及び事件番号、本文の一
部について

諮問実施機関は、照会文書のうち、事件名及び事件番号、本文の一部について、条例第７条第２号
に該当する旨主張している。
これらのうち、事件名及び事件番号については、事件名と事件番号が相まって当該事件を特定する

ことができると認められることから、特定の個人に関する情報であって、特定の個人を識別すること
ができ、条例第７条第２号本文に掲げる情報に該当する。
次に同号ただし書について検討する。
照会文書のうち、事件名及び事件番号は、法令等で公にすることが予定されている情報ではなく、

慣行として公にされている又は公にすることが予定されている情報であるとする事情は認められない
ことから、照会に係る事件名及び事件番号は、同号ただし書アに該当せず、また、同号ただし書イ及
びウのいずれにも該当しないことは明らかである。
以上のことから、照会文書のうち、事件名及び事件番号は、条例第７条第２号に掲げる不開示情報

に該当するため、条例第７条第６号該当性を判断するまでもなく、実施機関が不開示としたことは妥
当であると判断する。
照会文書のうち、本文の一部について、当審査会が見分したところ、特定の個人に関する情報では

あるが、全てが特定の個人を識別することができるわけではないことが認められる。また、苦情、相
談等の申出者等を特定できない範囲で開示する限り、当該申出者等の権利利益を害するおそれがある
とも認められない。
以上のことから、照会文書のうち、事件名及び事件番号、本文の一部について別表に掲げる部分に

ついては条例第７条第２号の不開示情報には該当しない。
また、諮問実施機関は、照会文書のうち、本文の一部について、条例第７条第６号に該当する旨主

張している。
一般的に、苦情申出制度は、苦情の申出を正確に把握し、適正に処理するため、受理者と申出者と

の相互の信頼関係のもと運用されており、内容が公にされないことを期待して苦情の申出を行うもの
である。苦情内容を公にした場合、苦情受理者と苦情申出者の信頼関係が損なわれることとなり、苦
情の申出を行おうとする者が、自己の行動及び具体的な主張などが公にされることを懸念して、苦情
の申出を行うことをちゅうちょすると考えられる。
しかしながら、取り調べにおいて、被疑者と警察との信頼関係の存在を想定することはできず、被

疑者本人が苦情の申出者である場合、苦情申出者を特定できない範囲で苦情内容を開示されたとして
も、今後、実施機関に対し同種の申出を行うことをちゅうちょするとは認められない。
また、弁護士は、弁護士業務として、警察に対する被疑者取調べに関する苦情の申出を今後も当然

行うものと考えられ、そもそも実施機関に対し同種の申出を行うことをちゅうちょするとは認められ
ない。
以上のことから、照会文書のうち、本文の一部について別表に掲げる部分については条例第７条第

６号の不開示情報には該当しない。

カ 苦情・相談等受理処理票に添付された便箋について

諮問実施機関は、苦情・相談等受理処理票に添付された便箋について、条例第７条第２号に該当す
る旨主張している。
これらのうち、苦情・相談等受理処理票に添付された便箋について、当審査会が見分したところ、

申し立てた本人が記載したものであり、苦情、相談等の申出者等の苦情を申し出た背景、社会的評価
や言動、行動等の状況など、個人の人格と密接に関わる情報であって、個別具体的な実体験に基づく
個人の名誉等に関するものであり、公にすることにより、個人の権利利益を害するおそれがあること
から、条例第７条第２号本文に掲げる情報に該当し、法令等で公にすることが予定されている情報で
はなく、慣行として公にされている又は公にすることが予定されている情報であるとする事情は認め
られないことから、同号ただし書アに該当せず、また、同号ただし書イ及びウのいずれにも該当しな
いことは明らかである。



以上のことから、苦情・相談等受理処理票に添付された便箋について、条例第７条第２号に掲げる
不開示情報に該当するため、条例第７条第６号該当性を判断するまでもなく、実施機関が不開示とし
たことは妥当であると判断する。

２ 事案の経緯
① 開 示 請 求 令和 ２年 ７月 ８日
② 決 定 令和 ２年 ８月２５日付けで一部開示決定
③ 審 査 請 求 令和 ２年１１月２６日
④ 諮 問 令和 ３年 １月１４日
⑤ 経 過 令和 ３年 ７月 ２日 第２５３回審査会 審議

令和 ３年 ８月 ３日 第２５４回審査会 審議
令和 ３年１０月 １日 第２５５回審査会 審議
令和 ３年１１月２６日 第２５６回審査会 審議
令和 ４年 ３月３１日 第２５８回審査会 審議
令和 ４年 ５月２７日 第２５９回審査会 審議
令和 ４年 ７月 ６日 第２６０回審査会 審議
令和 ４年 ８月２５日 第２６１回審査会 審議
令和 ４年１１月２２日 答申
令和 ５年 １月１７日 令和４年１１月２２日付答申の訂正


